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10 会計 01

01 款 01

項 01

目 01

A

　「安来市議会の議員の報酬及び費用弁償等に関する条例」に基づく報酬及び期末手当を支給し、

「地方公務員等共済組合法」に基づく共済費を負担。

　 4月～3月 20人分　（平成26年12月24日議員1人辞職）

 6月期　　報酬月額 × 支給率 1.45 × 加算率 1.4 × 20名

12月期    報酬月額 × 支給率 1.5  × 加算率 1.4 × 20名

　　事務負担金　13,000円 × 21名　（人数はH27.4.1現在の議員定数）

　　共済負担金　340,000円（標準報酬月額） × 41.0/100 × 12月 × 20名　

(人数はH27.4.1現在の議員数）

　　　

決算事項別明細書 P81

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 議会事務局

事業進捗度 － 議会費

予 算 額 164,470,000 円

目
的

議決機関の適正な運営を図るとともに、議
員及びその遺族の生活の安定に資する。

決 算 額 164,468,607 円

財
源
内
訳

【議員手当等】 28,732,410円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 議員報酬及び手当等 議会費

事業開始年度 平成27年度 議会費

一 般 財 源 164,468,607 円

0.1人役 768,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

165,237,007 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B

0円 0円 0円 28,732,410円

【議員報酬】 83,483,997円 0円 0円 0円 83,483,997円

【議員共済会負担金】 52,252,200円 0円 0円 0円 52,252,200円
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10 会計 01

16 款 01

項 01

目 01

A

【会議録等調製業務】

　 地方自治法123条第1項及び安来市議会会議規則に基づき、会議録を作成保存することによって、

　　議会の内容を「公文書」として正確に残し、会議経過を知るための書類とする。市民、その他の者

　　の閲覧（公開）に供するとともに、ホームページにも掲載。

　　

【議会活動広報事業】

議会だよりを全世帯に配布。（年４回）

各定例会の一般質問等をケーブルテレビで生中継及び録画放送を行った。

 6,9,12月定例会　市長所信表明（録画のみ）、一般質問

 3月定例会　市長施政方針（録画のみ）、会派代表質問、一般質問

【議会運営事務等】

【政務活動費助成事業】

地方自治法第100条第14項から第16項まで及び安来市議会政務活動費の交付に関する条例

　　及び規則の規定に基づき、安来市議会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として

　　政務活動費を交付。

 交付総額 2,400,000 円

 精算による戻入額 2,716 円

 決算額 = 交付総額 - 戻入額

 = 2,397,284 円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 議会費 議会費

事業開始年度 平成27年度 議会費

決算事項別明細書 P81

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 議会事務局

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 議会費

予 算 額 18,692,000 円

目
的

本会議審議・委員会審査等を通し、「自立
と共助のまちづくり」へ向けた市政の運営
と、議員の調査・研究活動や議長会等関係
団体における諸活動により、本市の発展と
市民福祉の向上を図る。

決 算 額 16,665,431 円

財
源
内
訳

46,633,031 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 16,665,431 円

人件費コスト  B 3.9人役 29,967,600 円 総事業費　　A+B

3,231,360円 0円 0円 0円 3,231,360円

1,555,524円 0円 0円 0円 1,555,524円

9,481,263円 0円 0円 0円 9,481,263円

2,397,284円 0円 0円 0円 2,397,284円
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20 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

　（旅費）

　（交際費、負担金等）

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 秘書課

事業進捗度 － 一般管理費

予 算 額 11,341,000 円

目
的

市長、副市長が職務に専念する環境を整え
るとともに、他の都市等との連携により市
政運営を円滑にする。決 算 額 10,151,892 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 秘書課一般管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

34,740,692 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 10,151,824 円

人件費コスト  B 3.2人役 24,588,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 68 円

5,023,768円 0円 0円 0円 5,023,768円

【全国市長会各種会議、東京・近畿安来会への出席、姉妹都市大韓民国密陽市への訪問など】

【全国市長会、島根県市長会等への負担により、関係自治体・機関の連絡調整、各種情報収集】

5,128,124円 0円 0円 68円 5,128,056円

東京島根県人会総会にて安来市のＰＲ演説をする市長
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21 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

嘱託職員3人体制で総合案内、電話の取次ぎ業務を行った。

受付件数

【郵送業務】

効果的な郵便物の管理に努め、郵便割引制度を活用することで経費の削減に努めた。

【顧問弁護士業務】

顧問弁護士委託料及び弁護士報酬

【通信管理業務】

TV等受信料など

【指定管理者選定審議会業務】

指定管理者選定審議会に係る委員報酬、指定管理施設実施調査手数料

【平和都市宣言関連業務】

【その他】

消耗品、固定資産評価審査委員報酬など

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 総務課一般管理費

決算事項別明細書 P83

0 円

そ　の　他 999,695 円

一 般 財 源 24,665,058 円

予 算 額 27,895,000 円

目
的

市の事務事業を効率的に行う。

決 算 額 25,664,753 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

【総合案内業務】 5,660,061円 0円 0円 24,450円 5,635,611円

一般財源

人件費コスト  B 2.1人役 16,136,400 円 総事業費　　A+B 41,801,153 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

12,470 51 13,105 54

年計 1日平均 年計 1日平均

総合案内 電話受付

353,868円 0円 0円 0円 353,868円

15,468,354円 0円 0円 975,245円 14,493,109円

1,836,000円 0円 0円 0円 1,836,000円

平成26年度に平和都市宣言を行ったこと及び戦後70周年の節目に当たることから、加納美術館・布部交流セ
ンターを中心に、平和祈念展及び平和のつどい(記念植樹、セレモニー、コンサート等)、やなせたかし展を
開催した。

176,304円 0円 0円 0円 176,304円

420,960円 0円 0円 0円 420,960円

1,749,206円 0円 0円 0円 1,749,206円
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22 款 02

項 01

目 01

A

【事業内容】

・島根県市町村職員互助会負担金 円

・島根県市町村総合事務組合負担金　 円

経常負担金（均等割10%　人口割90%）

・旅費　 円

各部に係る旅費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 人事課

事業進捗度 － 一般管理費

予 算 額 4,932,000 円

目
的

島根県市町村互助会負担金及び島根県市町
村総合事務組合負担金

決 算 額 4,482,469 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 人事課一般管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

9,092,869 円

一 般 財 源 4,482,469 円

人件費コスト  B 0.6人役 4,610,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

62,420

2,965,056

1,454,993
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25 款 02

項 01

目 01

A

諸収入

職員の資質向上、スキルアップのため各種研修を実施した。

・日本経営協会（ＮＯＭＡ） 受講者 28 名

受講者 1 名

受講者 1 名

・島根県自治研修所 受講者 115 名

・島根県市町村総合事務組合研修 受講者 29 名

・職員研修（内部） 受講者 837 名

・その他専門研修 受講者 39 名

職員に対する適正な給与の支払い、人員配置、健康診断など福利厚生事業を実施した。

・嘱託職員報酬等 (産業医除く報酬、社保） 円

・育休代替臨時雇賃金等 (賃金、社保） 円

・職員採用試験 円

・職員健康診断等 円

・人事給与システム改修 円

・その他（職員互助会負担金、地方公務員災害補償基金負担金等） 円

決算事項別明細書 P83

総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 一般管理費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 人事課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 職員管理費

人件費コスト  B 5.6人役 43,030,400 円 総事業費　　A+B 95,404,702 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

0 円

そ　の　他 2,620,713 円

一 般 財 源 49,753,589 円

予 算 額 54,371,000 円

目
的

職員の育成と資質の向上を図り、業務遂行
能力を高める。
職員の健康管理及び職場の環境改善等安全
衛生に推進を図る。

決 算 額 52,374,302 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

・国際文化研修所

・市町村アカデミー

【職員研修】 7,145,500円 0円 0円 2,409,160円 4,736,340円

一般財源

9,179,591

45,017,249円

13,876,131

7,588,984

1,207,870

6,701,826

6,674,400

【人事給与・福利厚生】 45,228,802円 0円 0円 211,553円
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目 02

A

諸収入

広報やすぎを毎月発行（ｗｅｂ版・点字版含む）

広告媒体を活用し、安来市の行政情報を紹介した。

メールマガジンは毎週一回配信し、安来市の旬の情報をいち早く周知した。また、市外の

安来市出身者に対してふるさとの情報を提供した。また、CATVを活用した情報提供を行った。

地方紙への企画記事掲載

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 秘書課

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 14,894,000 円

目
的

市民に対し市政の方針・施策内容・各種事
業を説明し、市政の円滑な運営を図る。併
せて、市の魅力を広域的にＰＲする。決 算 額 14,722,146 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 広報広聴費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

30,858,546 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 14,712,534 円

人件費コスト  B 2.1人役 16,136,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 9,612 円

【広報紙の発行】 12,114,266円 0円 0円 9,612円 12,104,654円

【市政情報の発信】 1,459,880円 0円 0円 0円 1,459,880円

広報やすぎ

【電子媒体による市政情報の発信】 1,148,000円 0円 0円 0円 1,148,000円

メールによる情報配信
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31 款 02

項 01

目 02

A

・例規執務サポートシステム使用料

・例規執務サポートシステムデータ更新委託料

・法制執務支援業務委託料　　　　　

文書管理のルールに基づく公文書の年度処理を行った。

消耗品、書籍加除、追録など

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 文書管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 6,910,000 円

目
的

適切な法制執務の執行と市例規の公開を行
う。また、効率的な公文書の管理を行う。

決 算 額 6,632,611 円

財
源
内
訳

19,695,411 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 6,632,611 円

人件費コスト  B 1.7人役 13,062,800 円 総事業費　　A+B

【法制執務】 5,927,040円 0円 0円 0円 5,927,040円

・文書廃棄手数料

【その他】 399,181円 0円 0円 0円

【文書管理】 306,390円 0円 0円 0円 306,390円

全職員が、例規・法令に基づく適切な事務を執行できるよう、例規閲覧・検索システムの定期的更新、法令
改廃情報の提供、例規改廃の審査及び進行管理を行った。また、マイナンバー法の施行及び行政不服審査法
関連３法の改正に伴い、例規整備支援の委託を行った。

399,181円
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目 02

A

諸収入

【事業内容】

安来市情報公開条例及び安来市個人情報保護条例に基づき、適切に事務処理を行った。

○安来市情報公開審査会及び個人情報保護審査会の開催

・出席委員　7人

・開催回数　1回

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 情報公開費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P83

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

一 般 財 源 35,019 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,536,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 7,681 円

事業進捗度 － 文書広報費

予 算 額 215,000 円

目
的

一層開かれた市政を実現するために情報公
開制度と個人情報保護制度の適正な取扱い
を行う。決 算 額 42,700 円

財
源
内
訳

1,579,500 円
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36 款 02

項 01

目 03

A

当初予算や補正予算の編成事務、及び予算書、説明書、概要書の作成等を行った。

地方財政状況調査（決算統計）に関する事務、主要施策の成果説明書を作成した。

予算編成、行財政運営関連の研修会などに参加し、情報収集と業務遂行能力の育成を図った。

普通交付税及び特別交付税の基礎数値の調査・集計・算定・分析業務などを行った。

○平成27年度収入額 普通交付税　　　 8,210,811千円

特別交付税 1,119,094千円

起債許可申請、借入、起債管理、償還業務などを行った。

○平成27年度市債発行額 5,125,400千円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 財政管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 財政課

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 財政管理費

予 算 額 6,432,000 円

目
的

継続的な情報収集を行いつつ、中長期的な
視点に立った中期財政見通しを策し、これ
を予算編成及び管理に反映させ効果的な財
政運営に努める。

決 算 額 5,640,953 円

財
源
内
訳

58,660,553 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 5,640,953 円

人件費コスト  B 6.9人役 53,019,600 円 総事業費　　A+B

【予算編成及び決算業務】 2,751,541円 0円 0円 0円 2,751,541円

【行財政計画等に関すること】 2,451,265円 0円 0円 0円 2,451,265円

【市債に関すること】 97,137円 0円 0円 0円 97,137円

【地方交付税に関すること】 87,200円 0円 0円 0円 0円

公共施設に関するデータの洗い出し、分析、基本方針及び計画の策定へ向けた準備を行った。

公共施設等総合管理計画の策定へ向けた準備を行った。

第3次行政改革大綱の策定、事務事業評価、補助金等適正化評価委員会による補助金の見直し等を行った。

【公共施設マネジメントに関すること】 120,610円 0円 0円 0円 120,610円

中長期財政見通し、公会計(財務４表)、地方公共団体財政健全化法などに関する業務や、財政数値の分析等
を行った。

【行財政改革に関すること】 133,200円 0円 0円 0円 133,200円
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項 01

目 04

A

【事業内容】

　現金の出納及び保管、有価証券の出納及び保管、一時借入金・歳計外現金の運用を適正に行った。

・旅費 円 研修会参加旅費

・需用費 円 決算書印刷、消耗品等

・役務費 円 ファームバンキング通信料、指定金融機関事務手数料

公金総合保険料等

・使用料及び賃借料 円 公共料金明細サービス使用料等

・負担金補助及び交付金 円 研修会参加負担金

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 会計課

事業進捗度 － 会計管理費

予 算 額 1,099,000 円

目
的

公金の安全な管理および収納・支払いの会
計事務を適正に行う。

決 算 額 1,004,688 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 会計管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

35,582,688 円

一 般 財 源 1,004,688 円

人件費コスト  B 4.5人役 34,578,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

167,690

219,668

30,290

555,720

31,320
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目 05

A

諸収入外

【事業内容】

　　　物品、市有物件、庁舎の一元的管理に関する業務及び適正な入札契約事務を行った。

　　　また、資産の有効活用により土地売払いの促進を行った。

　　　○嘱託、臨時職員等の雇用による庁舎、市有地等の管理　　　　　　　　 13,454,328円

　　　○安来庁舎等及び物品の管理                                         34,552,564円

　　　　・安来庁舎維持運営                 30,269,979円

　　　　・各庁舎施設及び設備維持管理費      1,521,320円

　　　　・各庁舎、備品等修繕費                863,384円

　　　　・庁用器具等管理料　　                441,917円

　　　　・庁用器具費                        　329,740円

　　　　・庁用器具借上げ                    1,126,224円

　　　○市有地及び市有物件の管理                                         12,432,603円

　　　　・市有財産の維持修繕                　 95,040円

　　　　・建物総合損害共済基金分担金        4,719,990円

　　　　・市民総合賠償補償保険                539,066円

　　　　・公有敷地の借上げ                  5,968,488円

　　　　・登記情報提供業務利用                 96,979円

　　　　・不動産鑑定                          214,920円

　　　　・測量委託料　　　　        　 　　 　498,960円

　　　　・財産管理委託料　　　　        　 　 299,160円

　　　○工事実績、設計業務実績等の情報システムの利用経費                     54,000円

　　　　・工事実績情報システム使用料

　　　　・測量調査設計業務実績情報サービス使用料

　　　　・公共建築設計情報システム使用料

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 財産管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

一 般 財 源 52,620,270 円

人件費コスト  B 4.7人役 36,114,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 7,873,225 円

事業進捗度 － 財産管理費

予 算 額 63,934,000 円

目
的

快適な庁舎利用の提供。備品、公有財産の
管理を一元化することにより事務の効率
化、適正化を図る。並びに入札契約事務に
係る情報管理。

決 算 額 60,493,495 円

財
源
内
訳

96,608,295 円
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45 款 02

項 01

目 07

A

諸収入外

地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

支援(１１件）した 。 (補助率：対象経費の2/3以内　上限：20万円）

戦国武将ウィーク　in　安来プラーナ（4月20～5月2日）

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域センター費（広瀬） 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 広瀬地域センター

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 1,500,000 円

そ　の　他 527,995 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 24,859,000 円

目
的

広瀬庁舎・広瀬町民会館・名誉町民顕彰館
の施設管理を行う。
広瀬地域の地域振興に係る事業を行う。決 算 額 21,108,723 円

財
源
内
訳

67,212,723 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 19,080,728 円

人件費コスト  B 6.0人役 46,104,000 円 総事業費　　A+B

報酬・共済費・賃金・旅費・交際費・需用費・役務費・委託料・使用料及び賃貸料・材料費・工事請負費

【名誉町民顕彰館指定管理委託料】 682,000円 0円 0円 0円 682,000円

【広瀬庁舎管理】 16,601,403円 0円 0円 527,995円 16,073,408円

成果指標 目標値 実績値 差引

利用者数（広瀬町名誉町民顕彰館を利用した人数） 700 505 △195

委託先　安来市社会福祉協議会

利用者数（広瀬町民会館を利用した人数) 3,600 2,175 △1,425

【大河ドラマ山中鹿介放映実現推進事業負担金】 500,000円 0円 0円 0円 500,000円

敷地借上料外　1,001,560円

工事請負費　　　401,760円

成果指標 目標値 実績値 差引

【町民会館管理費】 1,403,320円 0円 0円 0円 1,403,320円

【地域元気いきいき補助金】 1,922,000円 0円 1,500,000円 0円 422,000円

布部夏祭り 福留地区話し合い事業
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項 01

目 07

A

諸収入

　・伯太庁舎及び奥野邸の管理、宿日直管理、防災無線の放送及び管理、公用車の安全運転管理、文書

　　郵便物収受発送 (報酬、共済費、賃金、旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料及び貸借料、

　　工事請負費、原材料費、負担金補助及び交付金）

　・伯太中央交流センター及び４地区交流センターへの訪問（週２回）

　・交流センタ－事業支援

【地域元気いきいき補助金】

　・地域の活力ある集落・地域づくりを進めるため、地域元気いきいき補助金を交付し、地域の活性化を

　　支援(７件）した 。 (補助率：対象経費の2/3以内　上限：20万円）

【窓口業務】

　・市民課業務（住民異動届、住民票交付、戸籍届出受理、戸籍等の交付印鑑証明及び登録等）

　・保険年金課業務（各種医療及び年金の異動届と申請受付及び検診の申請）

　・税務課業務（各種証明書及び地籍図等の交付）

　・福祉課業務（児童手当及び障害者福祉関係、臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の申請受付）

　・介護保険課業務（介護保険等の申請受付）

　・市民参画課業務（イエローバス定期・回数券販売）

　・子ども未来課業務（母子手帳交付、保育所に関する申請受付）

　・いきいき健康課業務（検診・インフルエンザ・肺炎球菌免除等申請受付）

　・建築住宅課（各種届出書の受付）

  ・環境政策課（クリ－ンアップ申請受付、収集カレンダ－及びゴミ袋の交付）

　・地域振興課（なかうみマラソン参加申し込みの受付）

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域センター費（伯太） 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P89

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 伯太地域センター

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 1,000,000 円

そ　の　他 23,120 円

事業進捗度 － 地域センター費

予 算 額 24,929,000 円

目
的

伯太庁舎・奥野邸の管理及びワンストップ
サービスを目指した窓口業務の実施。地域
を支援し、活力ある集落・地域づくりのた
めの地域振興を行う。

決 算 額 23,691,852 円

財
源
内
訳

69,795,852 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 22,668,732 円

人件費コスト  B 6.0人役 46,104,000 円 総事業費　　A+B

【管理業務】 22,291,852円 0円 0円 23,120円 22,268,732円

1,400,000円 0円 1,000,000円 0円 400,000円

ふるさと夢探訪事業　史跡めぐりウォ-ク 　温故知新・文化伝承地域活動事業　袢纏の新調
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目 10

A

【事業内容】

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置要求に関すること　　　なし

職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに関すること　　　　　　なし

上記の外、職員の苦情の処理に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　なし

職員団体の登録に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なし

　　・公平委員会を隔月に開催した。また、地方公務員法第８条第２項並びに安来市公平委員会設置

　　　条例に定める業務の遂行のため、積極的に研修会に参加し、研鑽、情報収集を行った。

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 公平委員会

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 公平委員会費

決算事項別明細書 P91

予 算 額 988,000 円

目
的

地方自治法第202条の２第２項、地方公務
員法第８条第２項並びに安来市公平委員会
設置条例に定める業務を遂行する。決 算 額 828,380 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 公平委員会費

人件費コスト  B 0.3人役 2,305,200 円 総事業費　　A+B 3,133,580 円

0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 828,380 円
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項 01

目 12

A

【事業内容】

・納付済みの市税について、調定年度を経過して更正等が行われ過誤納が発生した場合に還付を行った。

○過誤納還付金

還付件数333件 還付金額13,485,827円

【内　訳】

・法人市民税 73件 7,320,800円

・固定資産税 35件 933,000円

・市県民税 141件 2,952,750円

・軽自動車税 11件 44,100円

・株式譲渡分 73件 2,235,177円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 納税課諸費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 納税課

一 般 財 源 13,485,827 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,684,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 13,620,000 円

目
的

市税について過誤納が発生時に敏速に還付
することにより、納税者に対して公平な納
税に努める。決 算 額 13,485,827 円

財
源
内
訳

21,169,827 円
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目 12

A

基金外

○地域文化･歴史記録保存事業、社会貢献活動事業（補助対象経費の1/3分以内で限度額1,000千円）

【コミュニティ施設整備支援事業】

○新築、改築（総事業費の1/3以内で限度額3,000千円）　 0件 0 千円

○改修、修繕（総事業費の1/3以内で限度額1,000千円） 5件 2,419 千円

合計 5件 2,419 千円

【自治会代表者協議会事業】

島根原子力発電所視察研修並びに自主防災に関する研修会を開催し、災害発生時における被害軽減の

　　ための自主防災に対する意識の高揚と自主防災組織の重要性を確認した。

安来市民憲章を各庁舎、各交流センター、市内各小・中学校、高等学校に掲示し、市民への普及啓発

　　を図った。

安来市民憲章

【広報紙等配布事業】

【ボランティア活動支援事業】

　　加盟しているNPO法人や市民活動団体の活動の支援と社会貢献活動の活性化を図った。

島根県企業局並びにしまね東部森林組合と連携して飯梨川源流植栽事業を行った。

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 市民参画課諸費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民参画課

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 2,600,000 円

そ　の　他 3,211,536 円

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 21,649,000 円

目
的

市民の主体的・創造的な活動の支援による
活力ある地域づくりの推進。
自治会相互の融和と市民福祉の向上。
行政と市民の情報の迅速なる伝達。
社会貢献活動の推進。

決 算 額 21,518,250 円

財
源
内
訳

30,739,050 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 15,706,714 円

人件費コスト  B 1.2人役 9,220,800 円 総事業費　　A+B

平成27年度は、人づくり事業１件、地域コミュニティ活動事業１件に補助金を交付し、市民（団体）

　　活動の支援をした。

○人づくり、まちづくり、文化振興他3事業（補助対象経費の2/3分以内で限度額1,000千円）

【地域トライアングル事業】 1,113,600円 0円 500,000円 0円 613,600円

2,315,557円 0円 2,100,000円 0円 215,557円

【安来市民憲章推進事業】 229,081円 0円 0円 0円

2,419,000円 0円 0円 2,419,000円 0円

ボランティアフェスタやボランティアネットワーク交流会を開催し、ボランティア団体ネットワークに

自治会長に広報紙等の配布を依頼し、手数料を支払った。

1,273,158円 0円 0円 5,736円 1,267,422円

229,081円

14,167,854円 0円 0円 786,800円 13,381,054円

　ボランティアフェスタ（道の駅あらエッサ）  飯梨川源流植栽事業（西比田地内）
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A

諸収入

平成28年度より福祉専門学校学生寮を市内の県立高校の学生寮として貸与するため改修を行った。

工事請負費

修繕料

器具費

消耗品

奨学金の申込手続および返還徴収業務を委託により行った。

奨学金貸付金 3,200,000円

奨学金徴収業務 　366,000円

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 福祉専門学校関連事業費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P93

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 広瀬地域センター

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,232,400 円

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 7,409,000 円

目
的

学生寮施設等の維持管理及び福祉専門学校
奨学金の申込手続き並びに徴収を行う。

決 算 額 7,406,946 円

財
源
内
訳

人件費コスト  B 1.0人役 7,684,000 円 総事業費　　A+B 15,090,946 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

一 般 財 源 4,174,546 円

【県立高校の学生寮改修費】 1,889,946円 0円 0円 0円 1,889,946円

学生寮A、B、C、棟の学生寮施設等の維持管理を委託により行った。

【福祉専門学校学生寮指定管理委託料】 1,951,000円 0円 0円 0円 1,951,000円

一般財源

0円 0円 3,232,400円 333,600円

  1,022,004円

　 494,802円

　　59,184円

　 313,956円

【萌黄奨学金貸付及び徴収業務委託料】 3,566,000円

フェンス設置工事 学生寮談話室
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【繰越明許】
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60 款 02

項 01

目 12

A

奨学金貸付金 2,400,000円

事業費 国・県支出金

成果指標 目標値 実績値 差引

福祉専門学校就学補助制度を利用した人数 7 3 △ 4

地方債 その他 一般財源

【萌黄奨学金貸付金】 2,400,000円 0円 0円 0円 2,400,000円

決算事項別明細書

参加と交流のまちづくり 担当部署

住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

福祉専門学校関連事業費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 諸費

予 算 額 0 円

【事業名称】

P93

大事業

0 円

一 般 財 源

広瀬地域センター

中事業

福祉専門学校奨学金(社会人枠)の申込手続
き並びに徴収を行う

決 算 額 2,400,000 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他

小事業

目
的

2,400,000 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 2,400,000 円
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項 02

目 01

A

手数料外

【事業内容】

○事業費の内訳

　共済費

　賃金

　報償費

　旅費

　需用費

　役務費

　委託料

台帳管理システム保守委託料

電算業務委託料

地籍図修正委託料

時点修正鑑定委託料

路線価等付設業務委託料

　使用料及び賃借料

確定申告会場借上料　他

家屋評価システムリース料

　負担金補助及び交付金

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 税務課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 税務総務費

0 円

そ　の　他 2,910,196 円

徴税費

事業進捗度 － 税務総務費

一 般 財 源 20,995,771 円

予 算 額 25,566,000 円

目
的

市税の公平かつ適正な課税による税収の確
保を目的とする。

決 算 額 23,905,967 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成27年度

決算事項別明細書 P95

　市税６税目（個人及び法人市民税・固定資産税・軽自動車税・市たばこ税・入湯税）に関して課税
資料収集及び調査を行い、公平かつ適正な課税を決定することにより自主財源である税収の確保に努
めることができた。

人件費コスト  B 16.1人役 123,712,400 円 総事業費　　A+B 147,618,367 円

144,720

4,981,191

1,274,400

1,083,045

4,320,000

2,171,691

1,399,900

80,000

159,730

2,499,874

4,952,649

11,803,356

(単位：円)

120,678

1,167,111

1,004,580

718,089

計 23,905,967
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目 02

A

手数料外

【事業内容】

○支出実績

支出合計 9,253,984円

【内訳】

・共済費 社会保険料

・賃金 臨時雇賃金

・旅費 普通旅費

・需用費 消耗品費

印刷製本費

・役務費 通信運搬費

手数料

滞納処分手数料

・負担金補助及び交付金 各種研修会負担金

○収入実績

・市　税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

・国民健康保険税

現年度分 滞納繰越分

調定額 調定額

収入額 収入額

不納欠損額 不納欠損額

未納額 未納額

収納率 収納率

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 納税課

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 賦課徴収費

決算事項別明細書 P97

0 円

そ　の　他 1,136,640 円

一 般 財 源 8,117,344 円

予 算 額 9,702,000 円

目
的

滞納税の早期納付を図るために徴収対策を
実施する。

決 算 額 9,253,984 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債

総務費

事業開始年度 平成27年度 徴税費

事業進捗度 － 賦課徴収費

238,760円

人件費コスト  B 8.0人役 61,472,000 円 総事業費　　A+B 70,725,984 円

4,841,867,785円 193,219,525円

4,799,035,674円 36,685,159円

160,700円 27,913,187円

258,153円

2,359,140円

3,229,000円

1,464,572円

7,369円

58,820円

1,433,500円

204,670円

95.11% 15.50%

742,354,881円 22,833,933円

16,700円 16,503,590円

38,143,119円 124,512,844円

42,832,111円 156,534,366円

99.12% 18.99%

780,498,000円 147,346,777円
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項 03

目 01

A

国
県

手数料

・戸籍除籍発行件数　15,498件　　・その他証明件数　564件

・住基証明書発行件数　16,826件　　・住基カード発行件数　82件　　・住民基本台帳閲覧件数　398件　

・印鑑登録件数　1,266件　　・印鑑登録証明発行件数　10,490件

・臨時運行許可件数　327件

決算事項別明細書 P97

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民課

事業進捗度 － 戸籍住民基本台帳費

予 算 額 42,694,000 円

目
的

戸籍事務、住民基本台帳事務、印鑑登録証
明事務を主体とし、住民及び本籍人に関
し、正確に記録・管理をするとともに適正
な公開（証明発行）を行う。また、権限に
より旅券の交付申請を行う。

決 算 額 32,019,947 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 戸籍住民基本台帳費 総務費

事業開始年度 平成27年度 戸籍住民基本台帳費

85,807,947 円

　市民課は、窓口取扱い件数が月平均約3,000件を上回り、窓口対応の質が問われる部署であることから、常に「来
庁者の満足度」を意識しながら、窓口対応・業務を行った。戸籍・住民票・印鑑の登録や証明など正確な登録・証
明発行が必須であり、慎重な作業と確認を徹底した。
また、分庁方式による市民の利便を図るために、他課の取次業務も取扱っており、業務内容はかなり種類が多く複
雑であるが、対応できる職員を一人でも増やすよう努力した。

一 般 財 源 1,990,118 円

人件費コスト  B 7.0人役 53,788,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 11,827,188 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 18,202,641 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【住民基本台帳業務】 5,514,471円 0円 0円 5,216,241円 298,230円

【戸籍業務】 9,887,258円 51,188円 0円 9,214,350円 621,720円

【印鑑登録及び印鑑登録証明書の交付業務】 3,764,221円 0円 0円 3,526,800円 237,421円

・旅券（パスポート）交付件数　482件

【一般旅券（パスポート）申請業務】 27,932円 0円 0円 0円 27,932円

【中長期在留者居住地届出等業務】 236,084円 222,000円 0円 0円 14,084円

【自動車臨時運行許可業務】 261,346円 0円 0円 245,250円 16,096円
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　※翌年度繰越額　9,689,000円

　　○本市の状況

　　○事業費内訳
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76 款 02

項 04

目 01

A

国1/2

【事業内容】

○選挙管理委員会定例会を10回及び臨時会(随時)を1回開会

　選挙人名簿の登録、抹消、選挙の管理執行にかかる事項の決定

○定時登録（年4回）6月、9月、12月、3月（委員会にて決議後、県に報告）

　定時登録の縦覧期間5日間（各定時登録月の3日から7日）

○島根県市選挙管理員会連合会定期総会（5月）（松江市　4人出席）

○全国市区選挙管理員会連合会中国支部定期総会（5月）（倉敷市　3人出席）

○全国市区選挙管理委員会連合会定期総会・事務研修会（7月）（東京都　3人出席）

　　＊　各総会及び研修会にて、公職選挙法等の実務上の問題点を共有し、改正、要望事項等を

　　　　取りまとめ、改善を求めている。また、国からの回答の報告がある。

○島根県選挙管理員会連合会幹事会選挙事務研修会（11月）　(江津市　3人出席)

○公選法改正による選挙年齢引下げ及び名簿登録制度見直しに係る電算システム改修

事業費2,872,800円

選挙年齢引下げに係る電算システム改修事業費1,965,600円　1/2補助額982,000円

名簿登録制度見直しに係る電算システム改修事業費907,200円　1/2補助額453,000円

【個人番号カード交付事業】 12,328,635円 11,554,000円 0円 0円 774,635円

報酬費 9,168,600円

共済費 1,492,994円

賃金 402,700円

世帯数（3月31日現在、外国人含む） 14,180世帯 14,125世帯 55

節 平成27年度決算額

・個人番号カード交付件数　867件

区分 27年度 26年度 比較

人口（3月31日現在、外国人含む） 40,187人 40,632人 △445

負担金 11,395,000円

計 32,019,947円

決算事項別明細書 P99

委託料 1,728,977円

使用料及び賃借料 5,312,840円

備品購入費 844,560円

旅費 179,160円

需用費 1,409,196円

役務費 85,920円

総務費

事業開始年度 平成27年度 選挙費

事業進捗度 － 選挙管理委員会費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 選挙管理委員会費

人件費コスト  B 0.7人役 5,378,800 円 総事業費　　A+B 9,864,590 円

0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 3,050,790 円

予 算 額 5,147,000 円

目
的

各種の選挙に関し、公平中立な管理執行を
任務とし、選挙管理委員会の適正な運営を
図る。市民の選挙に対する関心を高める。決 算 額 4,485,790 円

財
源
内
訳

国・県支出金 1,435,000 円

地　方　債
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A

県定額

【事業内容】

　平成27年4月12日執行の島根県知事、島根県議会議員一般選挙に向けた業務を行った。

　○選挙事由 任期満了(平成27年4月29日）

　○選挙期日 平成27年4月12日

　○選挙期日の告示日 平成27年3月26日（知事）

平成27年4月3日（県議）

　○開票時間等

　○選挙の結果

知事

県議

（当選）

（当選）

（当選）

決算事項別明細書 P101

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 選挙管理委員会

事業進捗度 － 知事・県議会議員選挙

予 算 額 13,433,000 円

目
的

任期満了に伴う島根県知事、島根県議会議
員一般選挙は、県民の代表者を選ぶ大切な
選挙であるともに、今後4年間の県の行方
を決める選挙である。県民が県政を託すこ
とができる人を選ぶための選挙を管理執行
する。

決 算 額 13,378,822 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 知事・県議会議員選挙費 総務費

事業開始年度 平成27年度 選挙費

22,599,622 円

一 般 財 源 2,092,016 円

人件費コスト  B 1.2人役 9,220,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 11,286,806 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

安来市民体育館にて２１：０５から開票が開始され、２３：２５に得票が確定
し終了した。

当日有権者数 投票者数 無効投票数 投票率 期日前投票数 不在者投票数 備考

県議選挙候補者 得票数 備考

田中あけみ 7,930

藤原常義 6,871

知事選挙候補者 得票数 備考

みぞぐち善兵衛 17,196

萬代ひろみ 4,043

33,572 21,673 253 64.56% 4,460 324

33,576 21,703 464 64.64% 4,499 324

かもと祐一 6,619

-264-



50

10 会計 01

88 款 02

項 05

目 01

A

県定額

諸収入

【島根県統計調査員協議会事業】

統計調査員の恒常的な確保と調査員の資質向上のため、安来市統計調査員協議会を組織し、

研修会等を行った。

・常任統計調査員　22人（任期　平成27年4月1日～平成29年3月31日）

・研修会開催　（4月、視察研修等）

・各種会議の出席（島根県統計大会等）

【統計調査員確保対策事業】

統計調査員の確保とその実務知識の向上を図った。

・統計だより発行

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 統計調査総務費 総務費

事業開始年度 平成27年度 統計調査費

決算事項別明細書 P101

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 33,600 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,800 円

事業進捗度 － 統計調査総務費

予 算 額 234,000 円

目
的

各種統計調査の調査員の確保、統計調査員
資質の向上、統計調査員組織の充実。

決 算 額 197,500 円

財
源
内
訳

2,502,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 160,100 円

人件費コスト  B 0.3人役 2,305,200 円 総事業費　　A+B

34,700円 33,600円 0円 0円 1,100円

162,800円 0円 0円 3,800円 159,000円
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A

県定額

国内の人口、世帯などの状況を明らかにするため調査を行った。

事業所・企業の基本的構造を明らかにする調査の準備を行った。

製造業の実態を明らかにする調査を平成28年度に実施するための準備経費。

実施済みの2015農林業センサスの結果公表資料を作成した。

実施済みの平成26年商業統計調査の結果公表資料を作成した。

事業所の活動状態を把握する本調査のための調査区の管理を行った。

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 基幹統計調査費 総務費

事業開始年度 平成27年度 統計調査費

決算事項別明細書 P103

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 総務課

国・県支出金 15,476,991 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 基幹統計調査費

予 算 額 15,923,000 円

目
的

各種統計調査などの円滑な実施。

決 算 額 15,476,991 円

財
源
内
訳

26,234,591 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 1.4人役 10,757,600 円 総事業費　　A+B

【平成28年経済センサス活動調査準備経費】 49,986円 49,986円 0円 0円 0円

【平成27年国勢調査】 15,351,796円 15,351,796円 0円 0円 0円

【平成26年商業統計調査事後作業】 12,620円 12,620円 0円 0円 0円

【2015農林業センサス事後作業】 46,776円 46,776円 0円 0円 0円

【平成27年工業統計調査】 8,230円 8,230円 0円 0円 0円

【平成27年経済センサス調査区管理】 7,583円 7,583円 0円 0円 0円
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96 款 02

項 06

目 01

A

【事業内容】

　地方自治法第199条各項、安来市監査委員条例に定める職務を遂行した。

　・例月出納検査

一般会計及び特別会計、水道事業、病院事業を対象に毎月実施した。

後期高齢者医療広域連合の出納検査も毎月実施した。　

　・定期監査

　・随時監査　　

公共施設で借地利用している29施設について随時監査を実施した。

　・決算審査

　・決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の審査

決算事項別明細書 P103

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 監査委員会

事業進捗度 － 監査委員費

予 算 額 2,975,000 円

目
的

公正で合理的かつ能率的な市の行政運営確
保のため、監査等を実施し、行政の適法
性、効率性、妥当性の保証を期することを
目的とする。

決 算 額 2,952,618 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 監査委員費 総務費

事業開始年度 平成27年度 監査委員費

16,783,818 円

一 般 財 源 2,952,618 円

人件費コスト  B 1.8人役 13,831,200 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

議会事務局、定住企画課、秘書課、環境政策課、市民参画課、地域振興課、市民相談室、市民会館開館準備
室、介護保険課、福祉課、いきいき健康課、子ども未来課を対象に実施した。

決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行又は事業の経営が適正かつ合理的に行
われているかどうかを主眼として実施した。

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率等の健全化判断比率を検証した。また、
水道事業会計、病院事業会計、簡易水道事業特別会計、下水道事業特別会計、電気事業特別会計の資金不足
比率を審査した。
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10 会計 01

98 款 06

項 01

目 01

A

国

手数料外

【事業内容】

○農業委員　37名（報酬　13,656,000 円）　

・受給権者数（平成28年3月31日現在）

　

・被保険者数（平成28年3月31日現在）

決算事項別明細書 P123

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 農業委員会

事業進捗度 － 農業委員会費

予 算 額 21,551,000 円

目
的

食料自給率向上のための優良農地を確保
し、次世代に継承する。
認定農業者や集落営農組織、法人経営体等
担い手を確保し農地の利用集積を含む経理
確立に向けた支援を行う。
市街化地域、中山間地域等実態に応じた農
業及び農村の振興対策を行う。
農業者年金制度を通じて農業者の社会的地
位向上と老後の生活安定に寄与する。

決 算 額 21,482,928 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 農業委員会費 農林水産業費

事業開始年度 平成27年度 農業費

44,534,928 円

一 般 財 源 15,509,392 円

人件費コスト  B 3.0人役 23,052,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 5,300,000 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 673,536 円

３ 条 所 有 権 移 転 52 660

○農業委員会の業務の中心である農業生産（食）の基盤である優良農地を守り有効利用するために12回の総
会を開催し以下の案件を法律に定められた規定により審議、決定した。

申請件名 件数 面積（ａ）

４ 条 市 街 化 調 整 区 域 内 転 用 9 92

５ 条 市 街 化 区 域 内 転 用 16 121

３ 条 使 用 貸 借 権 設 定 0 0

４ 条 市 街 化 区 域 内 転 用 8 35

３ 条 賃 借 権 設 定 1 13

３ 条 賃 借 権 移 転 0 0

農 地 の 売 買 に 係 る あ っ せ ん 等 1 34

○地域農業と農業経営の基礎となる優良農地を守り、農地の権利移動についての許認可や農地転用の業務を
中心とした農地行政が行なわれた。
　また、農地パトロールを実施し転用、畑転換等の箇所を調査し、その実態の把握に努めるなど充実した活
動がなされた。

○農業者年金業務委託を独立行政法人農業者年金基金と締結し加入対象者への制度の周知・普及、受給者の
現況届・各種届事務等を実施し農業者年金制度を通じ農業者の老後の生活安定に寄与した。

地　域 受給権者数（人）

１ ８ 条 解 約 197 15,196

農 業 経 営 基 盤 強 化 利 用 集 積 等 2,737 37,162

５ 条 市 街 化 調 整 区 域 内 転 用 20 104

非 農 地 証 明 2 51

合　計 443

被保険者数（人）

安来市 8

安　来 270

広　瀬 86

伯　太 87
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目 05

A

雑入外

【事業内容】

車両の管理及び運行に関する業務を行った。

・嘱託職員雇用による車両運転と事務補助　　　                          　       5,703,448円　　

・車両の維持管理（車検整備、修繕、燃料費他）　　　                   　       24,365,773円

・車両の借上げ（リース）　　　　　　　　　　　                                 2,709,396円

・車両の運行、交通安全に関する業務（旅費、有料道路、車借上げ、安管協会費他）　 1,155,518円

・車両の新規購入(軽乗用車3台、軽貨物自動車3台）　　　       　                 5,055,874円

・マイクロバス運転業務委託料　　　　　　　　　                                   803,952円

・公用電気自動車共同利用事業　　　　　　　　　　                                 410,088円

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

事業進捗度 － 財産管理費

予 算 額 44,302,000 円

目
的

安来庁舎、広瀬庁舎、伯太庁舎の公用車を
管理し事務の効率化、経費の削減を図る。

決 算 額 40,204,049 円

財
源
内
訳

中事業 住民自治の確立
予
算
科
目

一般会計

小事業 車輌管理費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

47,888,049 円

一 般 財 源 40,170,185 円

人件費コスト  B 1.0人役 7,684,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 33,864 円
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目 03

A

諸収入

【事業内容】

■主な事業費

・外国語指導助手報酬 円

・社会保険料等 円

・費用弁償 円

・自治体国際化協会負担金 円

・その他 円

外国語指導助手（ALT)による授業の様子

決算事項別明細書 P155

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 学校教育課

事業進捗度 － 教育支援事業費

予 算 額 16,878,000 円

目
的

小中学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を配
置することにより、児童生徒の国際理解の
促進や英語によるコミュニケーション能力
の向上を図る。

決 算 額 16,638,687 円

財
源
内
訳

中事業 多彩な交流の促進
予
算
科
目

一般会計

小事業 外国語指導事業費 教育費

事業開始年度 平成27年度 教育総務費

18,175,487 円

一 般 財 源 16,573,747 円

人件費コスト  B 0.2人役 1,536,800 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 64,940 円

12,988,185

1,950,326

799,342

640,242

260,592

市内各校園へ外国語指導助手（ＡＬＴ）４名を配置し、児童・生徒がＡＬＴと接することにより、外国語
（英語）を身近に感じることで、語学を通して他国の文化への興味・関心を養うとともに、コミュニケー
ション能力の向上を図った。
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11 款 02

項 01

目 06

A

国
県10/10

助成金外

　平成28年度から平成37年度を計画期間とした「第2次安来市総合計画」を策定し、計画書を作成・配布した。

「人が集い 未来を拓（ひら）く ものづくりと文化のまち」を将来像とし、今後の政策を推進する。

【定住促進事業】

　縁結び相談「はぴこ交流サロン」を毎月2回を基本に開催し、61件の相談を受けた。お見合いのセッティング

や、婚活イベントを紹介した。中海・宍道湖・大山圏域の12自治体合同婚活イベントを10月に2回開催。2会場

で251名の参加があり、22組のカップルが誕生した。市単独で婚活セミナー、婚活イベントを開催し、計14組の

カップル誕生となった。

決算事項別明細書

企画費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 定住企画課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業

人件費コスト  B 6.4人役 49,177,600 円 総事業費　　A+B 177,927,700 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

過疎 2,000,000 円

そ　の　他 807,074 円

一 般 財 源 101,276,826 円

予 算 額 176,655,000 円

目
的

市民の市政への理解を深め、参画を促すと
同時に、定住促進を図る。

決 算 額 128,750,100 円

財
源
内
訳

国・県支出金 24,666,200 円

地　方　債

【総合計画策定事業】 8,419,393円 0円 0円 0円 8,419,393円

一般財源

圏域合同婚活イベント

　○結婚活動支援事業 1,265,172円 1,000,000円 0円 100,000円 165,172円

安来市婚活セミナー・イベント

第２次安来市総合計画 審議会の様子
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　・空き家の有効活用による定住促進を図るため、空き家バンク登録物件の改修に助成。

　・新婚者・ＵＩターン者を対象とした家賃助成（上限：20千円/月：28件 4,484千円）

　・新婚者・ＵＩターン者を対象とした中古住宅取得支援（上限：100千円/年×5年：3件 210千円）

　・３世代世帯の同居・隣居等による住宅取得・増改築に補助（上限500千円～1,000千円：20件 11,500千円）

　安来市移住（IJU）ガイドブックを3,000部作成し、関係機関に配布するとともに、UIターンフェア・相談会

の会場において相談に活用し、定住促進を図った。

IJUガイドブック

　新卒者向け求職・求人ポータルサイト「就職ナビ」を活用し、若者地元就職の促進を図った。

圏域版総合戦略

　○住居支援事業 17,035,000円 1,430,000円 0円

賃貸住宅家賃助成事業（月20千円/件） 12件 28件 16件

成果指標 目標値 実績値 差引

空き家改修事業（300千円/件） 10件 3件 △7件

成果指標 目標値 実績値 差引

0円 15,605,000円

（上限300千円×36ヶ月：3件 841千円）

成果指標 目標値 実績値 差引

　○情報発信事業 605,747円 0円 0円 0円 605,747円

成果指標 目標値 実績値 差引

３世代世帯等定住促進事業（500～1,000千円/件） 15件 20件 5件

中古住宅取得支援事業（100千円/件） 5件 3件 △2件

中古住宅除却支援事業（800千円/件） 5件 0件 △5件

1,394,183円

【地方創生推進事業】 23,086,010円 22,236,200円 0円 700,000円 149,810円

UIターンフェアの様子

　○就労支援事業 1,394,183円 0円 0円 0円

地方創生先行型交付金を活用して、中海・宍道湖・大山圏域市長会の広域連携事業として「中海・宍道湖・大山圏
域観光振興プロジェクト」、備後圏域連絡協議会と災害時相互応援協定を締結するとともに、圏域版総合戦略を策
定した。市の単独事業として「みんなで子育て応援事業」を実施。市オリジナル婚姻届、子育てお出かけマップ、
出生した子どもへの記念品（試作品）を作成した。
一般財団法人地域活性化センター理事長　椎川　忍氏を講師に迎え、「地方創生講演会」を10月30日、伯太中央交
流センター（わかさ会館）にて開催し、約150人が参加した。
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　新たな特産品の取入れと寄附額別のコースの新設を行い、寄附額が約3倍となった。

《新たに取入れた特産品と、寄附額別コースの一例》

《寄附額と寄附件数の推移》

《使途の内訳》

  活力ある集落・地域づくりに向けて市民自ら取り組む事業を対象に補助。

　地域の健康増進イベントなど地域振興に資する事業が行われ、17の自治会・団体に対し補助を行った。

　主に、中海・宍道湖・大山圏域市長会に負担金を支出し、圏域振興ビジョンに基づく共同事業を実施した。

　顧問弁理士契約に基づく利活用や保護についての指導及び助言により、市の知的財産の確保に努めた。

　国及び県に対する要望活動など重要施策の連絡調整を行った。

25年度 20,600,501 1,850

21年度 1,200,000 90

22年度 4,820,000 220

774

年度 金額(円) 件数

20年度 2,272,000 101

【ふるさと寄附推進事業】 65,107,496円 0円 0円 7,074円 65,100,422円

518,400円

【総合調整業務】 1,059,399円 0円 0円 0円 1,059,399円

【顧問弁理士業務委託料】 518,400円

26年度 44,219,000 4,198

23年度 5,525,000 307

24年度 9,200,000

　また、インド・ケララ政府との交流覚書及び備後圏域連絡協議会との災害時相互応援協定を締結するとと
　もに、圏域版総合戦略を策定した。【再掲】

H27金額(円) H27件数

30,876,500

【広域連携推進事業】 7,268,300円 0円 0円 0円 7,268,300円

27年度 136,285,601 10,064

【元気いきいき補助事業】 2,991,000円 0円 2,000,000円 0円 991,000円

能義子ども安全見守り事業荒島健康ウォーク

（対象経費の2/3以内：上限20万円）

0円 0円 0円

2,290

43,508,600 3,114

4,751,001 455

57,149,500 4,205

136,285,601 10,064

ふるさとの自然環境及び景観の保全・活用に関すること

子どもの健全育成・ふるさと教育の推進に関すること

地域医療・福祉の充実に関すること

指定しない

合計

寄附の項目

サルビア珈琲の珈琲豆 藍染めのガマ口ポーチ

ヤスキハガネの和包丁3本

無洗米銘柄セット

10kg×3ヵ月連続コース

１万円以上

３万円以上 １０万円以上
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【繰越明許】

50

40 会計 01

11 款 02

項 01

目 06

A

国10/10

　新たな結婚相談員（はぴこ）の開拓のため、婚活サポーター養成講座を開催した。5名が受講し、2名が

はぴこ登録。

セミナーチラシ

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 307,507 円

地方債

【結婚支援事業】 307,507円 307,507円 0円 0円 0円

【事業名称】 事業費 国・県支出金

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 定住企画課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 企画費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

その他 一般財源

予 算 額 0 円

目
的

結婚支援を行い、市の少子化対策の強化を
図る。

決 算 額 307,507 円

財
源
内
訳

国・県支出金 307,507 円

地　方　債 0 円

婚活サポーター養成セミナー
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【事業内容】

○国際姉妹都市密陽市との交流

○安来市姉妹都市国際交流推進協議会への助成

○国際理解・交流活動の支援

予 算 額 3,131,000 円

目
的

国際姉妹都市交流の推進を図る。多様な文
化や価値観に触れる機会を提供し、交流を
通して相互理解を深め、国際化に対応でき
る人材を育成する。

決 算 額 2,026,914 円

財
源
内
訳

10,479,314 円

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 市民参画課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 国際交流推進費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

一 般 財 源 2,026,914 円

人件費コスト  B 1.1人役 8,452,400 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

事業進捗度 － 企画費

・新たな取り組みとして、米子市や近隣の国際交流団体と連携し、島根・鳥取両県に在住する外国人
と日本人が気軽に交流できる「よなご国際交流フェスティバル」に参加し、安来市の紹介をはじめ多
様な文化を持つ人々との親睦を図った。

・やすぎ月の輪まつり、なかうみマラソン全国大会への密陽市招待。

・密陽アリランマラソン大会派遣事業を実施し、密陽市へ安来市体育協会から選手を派遣しスポーツ
を通して相互理解と交流の推進を図った。(安来市体育協会：男性3名・女性2名)

よなご国際交流フェスティバル会場の様子 密陽アリランマラソン大会参加の様子

・11/17～20に社日小学校と守山初等学校の姉妹校交流10周年記念友好交流事業が実施され、交流活
動支援依頼があり、翻訳等を行い民間交流の促進に寄与した。

 5/ 6～ 5/10　密陽アリラン大祝祭（市長他7名訪問）
 8/13～ 8/15　やすぎ月の輪まつり（密陽市副市長他9名招待）
10/31～11/ 2　なかうみマラソン全国大会（密陽市行政局長他8名招待）
 2/26～ 3/ 1　密陽アリランマラソン大会（市民参画課長他7名訪問）

守山初等学校の児童による市長表敬訪問の様子 姉妹校交流10周年記念友好交流の様子
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基金

・ 調査委託料（アスベスト調査業務）

・ 工事監理委託料（安来庁舎建設工事監理業務）

・ 移転業務委託料（防災センター・にぎわい交流館移転業務ほか）

・ 登記委託料（安来商工会議所敷地分筆登記業務）

・ 工事請負費（安来庁舎建設工事、仮設防災センター建設工事、旧消防庁舎倉庫改修工事ほか）

・ 物件移転補償費（安来商工会議所移転補償費ほか）

・ 敷地借上料

・ 事務費

合計

・ 設計業務委託料（防災公園基本設計業務ほか）

・ 工事監理委託料（安来市民会館解体工事監理業務）

・ 工事請負費（安来市民会館解体工事）

合計

23,250,000円 3,267,760円

庁舎完成イメージ図

防災公園イメージ図

5,616,000円

1,416,960円

106,984,800円

114,017,760円

【防災公園整備事業】 114,017,760円 0円 87,500,000円

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 庁舎建設事業費 総務費

事業開始年度 平成18年度 総務管理費

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 庁舎建設室

国・県支出金 59,385,000 円

地　方　債 合併 647,800,000 円

そ　の　他 80,000,000 円

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 798,700,000 円

目
的

新庁舎を建設することによって、より良い
住民サービスの提供を図る。市民会館跡地
を災害時の避難場所として平時は市民交流
スペースとして整備を行う。

決 算 額 798,427,145 円

財
源
内
訳

829,163,145 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

一 般 財 源 11,242,145 円

人件費コスト  B 4.0人役 30,736,000 円 総事業費　　A+B

【安来庁舎建設事業】 684,409,385円 59,385,000円 560,300,000円 56,750,000円 7,974,385円

530,280円

2,347,000円

3,835,846円

485,129円

307,382,160円

364,714,804円

2,400,000円

2,714,166円

684,409,385円
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【事業内容】

・ 設計業務委託料（安来庁舎建設実施設計業務、造成設計業務）

・ 登記委託料（事業用地の取得に伴う土地登記業務）

・ 公有財産購入費（事業用地購入費）

・ 物件移転補償費（事業用地の取得に伴う移転補償費）

合計

一 般 財 源 11,559,151 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 113,959,151 円

0 円

目
的

新庁舎を建設することによって、より良い
住民サービスの提供を図る。市民会館跡地
を災害時の避難場所として平時は市民交流
スペースとして整備を行う。

決 算 額 113,959,151 円

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 合併 102,400,000 円

そ　の　他 0 円

庁舎完成イメージ図

5,348,400円

113,959,151円

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 庁舎建設室

決算事項別明細書 P87

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 庁舎建設事業費 総務費

事業開始年度 平成18年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

予 算 額

70,626,880円

849,931円

37,133,940円
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分担金

【事業内容】

携帯電話不感地域の地区に移動通信用鉄塔を整備した。（整備箇所：1地区）

○安来上卯月局（伯太町西母里地内、サービス提供事業者：ＮＴＴドコモ）

　・委託料（測量設計、工事監理） 円

　・工事請負費（鉄塔、伝送路） 円

　・設備購入費（無線機） 円

　　　計 円

決算事項別明細書 P87

総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 情報政策課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 移動通信用鉄塔整備事業費

人件費コスト  B 1.0人役 7,684,000 円 総事業費　　A+B 29,196,520 円

過疎 5,600,000 円

そ　の　他 1,570,755 円

一 般 財 源 765 円

予 算 額 84,403,000 円

目
的

携帯電話等の不感地域を解消する。

決 算 額 21,512,520 円

財
源
内
訳

国・県支出金 14,341,000 円

地　方　債

11,307,600

4,891,320

21,512,520

5,313,600

基地局全景（安来上卯月局）
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携帯電話不感地域の地区に移動通信用鉄塔を整備した。（整備箇所：3地区）

○安来新宮南谷局（広瀬町富田地内、サービス提供事業者：ＮＴＴドコモ、ソフトバンク）

　・委託料（測量設計、工事監理） 円

　・工事請負費（鉄塔、伝送路） 円

　・設備購入費（無線機） 円

　　　計 円

○安来木呂畑局（広瀬町西谷地内、サービス提供事業者：ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ）

　・委託料（測量設計、工事監理） 円

　・工事請負費（鉄塔、伝送路） 円

　・設備購入費（無線機） 円

　　　計 円

○安来久根局（伯太町上小竹地内、サービス提供事業者：ＫＤＤＩ）

　・委託料（測量設計、工事監理） 円

　・工事請負費（鉄塔、伝送路） 円

　・設備購入費（無線機） 円

　　　計 円

14,813,021

5,506,371

25,801,472

5,856,840

16,081,772

8,456,400

30,395,012

5,277,960

19,999,127

10,594,340

35,871,427

【移動通信用鉄塔整備事業】 92,067,911円 61,377,000円 23,900,000円 6,722,418円 68,493円

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 情報政策課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 移動通信用鉄塔整備事業費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費

予 算 額 0 円

目
的

携帯電話等の不感地域を解消する。

6,722,418 円

一 般 財 源 68,493 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 92,067,911 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

決 算 額 92,067,911 円

財
源
内
訳

国・県支出金 61,377,000 円

地　方　債 過疎 23,900,000 円

そ　の　他

5,482,080

安来新宮南谷局 安来久根局安来木呂畑局

基地局全景
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【事業内容】

   　広瀬・伯太庁舎及び健康福祉センターへの部署再配置に関する業務を行った。

     ・健康福祉センター・伯太庁舎の改修工事等　　　　　　　　　　　　  29,344,723円 

　 　・移転業務委託料　　　　　　　　　　                            　16,832,516円

     ・移転に伴う物品購入                                           　  2,675,480円

     ・健康福祉センター駐車場用地購入費　　　　　　　　　　            28,470,000円

     ・健康福祉センター2階の施設借上料                           　　　 1,445,160円

決算事項別明細書 P85

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 管財課

0.5人役

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 各庁舎部署再配置事業費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

82,609,879 円3,842,000 円 総事業費　　A+B

国・県支出金 0 円

地　方　債 0 円

そ　の　他

健康福祉センター駐車場整備後健康福祉センター車庫改修後

57,340,000 円

事業進捗度 － 財産管理費

予 算 額 80,770,000 円

目
的

各庁舎へ部署の再配置により機能分担を明
確にすることで、来庁者の利便性を向上さ
せるとともに事務の効率化を図る。決 算 額 78,767,879 円

財
源
内
訳

一 般 財 源 21,427,879 円

人件費コスト  B
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諸収入

お試し住宅

 専用システムを導入し、効率的で安全な情報管理が可能となった。

 ３世代世帯の同居・隣居等による定住・子育て促進を図るため住宅取得・増改築に補助。

安来市まち・ひと・しごと創生総合戦略安来市人口ビジョン

（上限500千円～1,000千円、17件 12,500千円）

成果指標 目標値 実績値 差引

３世代世帯等定住促進事業（500～1,000千円/件） 15件 17件 2件

【お試し住宅整備事業】 2,823,056円 2,823,056円 0円 0円 0円

 市外から安来市への移住を検討する人が、安来市の気候、風土、生活を体感してもらうほか、安来市への移住が確
実な人が就業、住宅確保のために準備をするために一時的に居住する住宅を整備した。

【ふるさと寄附システム導入事業】 2,384,000円 2,384,000円 0円 0円 0円

【住宅支援事業】 12,500,000円 12,500,000円 0円 0円 0円

  定住企画課内に「定住サポートセンター」を設置し、定住相談員、就労相談員を各１名配置。センターでの相談
のほか、東京、大阪、広島で開催された定住フェア等に参加し、ＵＩターン希望者への相談に対応した。
無料職業紹介所を開設し、市内企業に対して求人開拓を行った。

【総合戦略策定事業】 6,677,721円 6,677,721円 0円 0円 0円

 人口ビジョン、総合戦略の策定に関して基礎調査を実施し、外部有識者で構成される「創生総合戦略推進会議」及
び市議会での協議を経て、平成27年10月に策定した。

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【ワンストップ化推進事業】 4,457,736円 4,410,538円 0円 16,569円 30,629円

予 算 額 0 円

目
的

「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、
人口減少問題を国全体の対策として実施す
るなか、安来市においても「安来市まち・
ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人
口対策に積極的に取り組む。

決 算 額 28,842,513 円

財
源
内
訳

国・県支出金 28,795,315 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 16,569 円

一 般 財 源 30,629 円

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 28,842,513 円

決算事項別明細書 P87

大事業 参加と交流のまちづくり 担当部署 定住企画課

中事業 連帯の地域づくり
予
算
科
目

一般会計

小事業 地域支援交付金事業費 総務費

事業開始年度 平成27年度 総務管理費

事業進捗度 － 企画費
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